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本日の御議論
 FITインバランス特例（※）によって、一般送配電事業者がバランシングの主体となるケースにお
いては、一般送配電事業者がFIT電源の発電出力の予測を行うタイミング（前々日又は前日）
が、ゲートクローズ（１時間前）よりも早いことから、その間に発生する予測誤差に対応する調整
力を追加的に確保する必要が生じている。当該調整力確保費用については、インバランスリスク
料に勘案されていなかったため、本委員会で御議論をいただき、2021年度よりFIT交付金を活
用しているところ。

 その際には、需給調整市場の開場前であったため当該調整力の実績値を特定することが困難
であることを踏まえ、電源持ち替え費用を確保費用として試算した結果を基にFIT交付金を活
用することとされた。

 本日は、本年４月から取引が開始された需給調整市場の実績をご報告させていただきつつ、
FIT制度に起因する再エネ予測誤差に対応するための調整力の確保費用について、2022年度
のFIT交付金活用のあり方の論点について御議論いただき、次回の本委員会で具体的な設計
を検討していきたい。

※FIT制度においては、再エネの普及拡大を図るため、発電に関する計画値同時同量制度に基づくバランシングの主体を、再エネ発
電事業者ではなく、買取事業者である小売電気事業者又は一般送配電事業者に代行させる特例制度（FITインバランス特
例）を設け、再エネ発電事業者に対するインセンティブを高めている。
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発電計画の作成主体 インバランス精算主体 計画値確定後の修正可否

特例➀ 一般送配電事業者 小売電気事業者（リスクなし） 実需給の前日６時以降修正不可

特例② 小売電気事業者 小売電気事業者（リスクあり） 実需給の１時間前（GC）まで修正可

特例③ 送配電事業者 送配電事業者 実需給の前日12時以降修正不可

FITインバランス特例の種別と概要

（参考）FITインバランス特例とインバランスリスク料

FITインバランスリスク料の精算イメージ

インバランスリスク単価＝（インバランス料金－回避可能費用（市場価格連動））×全国大のインバランス発生率

①小売全面自由化後のインバランス料金－小売全面自由化後の回避可能費用
②全国大のインバランス発生率：全国大のＦＩＴ発電インバランス（ｋＷｈ）／全国大のＦＩＴ電源の実際の発電量（ｋＷｈ））

 FIT制度においては、再エネの普及拡大を図るため、発電に関する計画値同時同量制度に基づく
バランシングの主体を、再エネ発電事業者ではなく、買取事業者である小売電気事業者又は
一般送配電事業者に代行させる特例制度（FITインバランス特例）を設けている。

 FITインバランス特例により、バランシングに係るコストについては、買取り事業者が費用負担するこ
とになるが、FIT電源により生じるインバランス（計画と実績の発電量（kWh）のズレ）について
は、インバランスリスク料としてFIT交付金から手当てする仕組みとなっている。
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（参考）FITインバランス特例における再エネ予測誤差

出所）第11回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2018.12.26）資料3より
※2020年4月以降、前々日16時の計画値通知後、前日6時に再通知を行う運用に変更されている。
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（参考）一般送配電事業者における予測誤差削減への取組
 一般送配電事業者各社では、再エネ予測誤差削減に向けた取組が、現状、行われている。その
代表的な取組は以下のとおり。
 FIT特例①予測の前日6時再通知
 最新の気象情報の取り込み（気象庁初期時刻前々日21時の使用）
 複数の気象モデルを活用した出力予測の導入

 また、更なる予測誤差削減に向けた取組が、一般送配電事業者各社にて継続的に進められてい
る状況である。

今後の取組

北海道
電力
NW

・細分化された予測地点（メッシュ）ごとの日射量実績を受信し、電
力変換カーブの補正に活用
・アンサンブル予測に基づく予測信頼度情報の有効性、適用方法の
検討

東北
電力
ＮＷ

・PV高低圧設備の地理的粒度細分化(5kmメッシュ) (2022/3)
・海外気象モデルを活用したアンサンブル予測の適用(同上)
・風力設備の予測更新間隔短縮(同上)

東京
電力
PG

・気象予測購入会社の追加による気象予測精度の検証と採用検討
・PV出力予測のメッシュ化を実装予定（2024年度）
・気象の類似性を加味した最適な予測地点設置の検討

中部
電力
PG

・アンサンブル予測で複数パターンの予測による誤差傾向を検証
・数時間先のSYNFOS-solar統合予測への気象庁GPVの統合

北陸
電力
送配電

・複数の気象モデルを用いたSYNFOS-Solar統合版予測（外部委
託）の導入後の精度検証とチューニング
・予測と実測の乖離を改善する実況補正の導入
・アンサンブル予測に基づく予測信頼度情報（外部委託）の活用検
討

今後の取組

関西
電力
送配電

・予測精度向上に向けた日射量から発電出力への換算係数の細分
化および精緻化（継続的取組）
・アンサンブル予報に基づく信頼度予測の精度検証と適用方法の検討

中国
電力
NW

・発電実績を踏まえ出力予測に用いる出力換算係数を検証し，必
要により見直しを実施
・アンサンブル予報に基づく信頼度予測の精度検証と適用方法の検討

四国
電力
送配電

・アンサンブル予報に基づく信頼度予測の精度検証と適用方法の検討
・発電実績をもとに出力予測に用いる換算係数を検証し、必要により
見直しを実施

九州
電力
送配電

・複数の短時間予測モデルの内、過去類似日で好成績であったモデル
を重視することによる予測精度向上
・風速予測配信回数の細分化
・日射量予測メッシュの細分化(LFM導入)による精度向上検討

沖縄
電力

・日射計を増設し、データ収集・分析等の検討を通して、PV発電出力
推定実績の精度向上およびPV発電出力予測精度向上を図る



（参考）再エネ予測制度向上に向けた取り組みについて
 再エネ予測そのものの精度向上に向けて、複数気象モデルの活用など新たな技術の導入に向けて
各一般送配電事業者において取り組みを進めているところ。

2021年9月 第65回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料５より抜粋
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（参考）三次調整力②ΔkW調達費用の今後の見込み

2021年12月 第68回制度設計専門会合資料４より抜粋
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論点２ 調整力単価について
 昨年度本委員会で三次調整力②確保費用について御議論頂いた際には、需給調整市場開場前であること

を踏まえ、特定が困難な要因を除外し電源持ち替え費用に限定して算出した。

 他方今年度から取引が開始されている需給調整市場に入札される費用はガイドライン上「当該電源等の逸
失利益（機会費用）＋一定額」の範囲内と規定されている。

 しかしながら、需給調整市場に入札されている費用には起動費等の重複計上分などが含まれていることが制
度設計専門会合で指摘されており、FIT交付金の活用に当たってはこうした指摘も踏まえて検討を行うこと
としてはどうか。なお、需給調整市場における適切な起動費等の計上・入札の在り方については、引き続き電
力・ガス取引監視等委員会において検討が行われる予定である。

＜需給調整市場ガイドライン＞
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（参考）持ち替え費用について
2021年12月 第68回制度設計専門会合資料４より抜粋






